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【概略】

大学が、技術シーズ創出能力、課題解決能力を戦略をもって成長させ、企業・投資機関等のパートナーにとっての魅力度を自ら高めてい
くための研究経営システムを構築していくことを目指し、大学の知的資産を競争力に結びつけるための戦略的マネジメントの在り方を検
討する必要性。

競争力強化に向けた大学知的資産マネジメントに関する検討の方向性

【現状・課題】
・大学の知的資産（研究リソース、知的財産、人的リソース等）の活用を、大学自身が戦略性を持って行っていない状況。

・教育・研究成果の社会への提供が大学の使命の１つであるにも関わらず、産学官連携（共同研究、社会実装等）が大学経営の一部として重要視され
ていない状況。

・日本の大学組織特有の事情（パワーバランス、制度の硬直化等）が、改革の足かせになっている可能性。
・産業界側と大学側との間に、産学官連携に対する期待や意識の相違があり、産学官連携活動の障害になっている可能性。
・国の委託研究開発（国プロ等）による研究成果を、イノベーションに結び付ける戦略的な知財マネジメントが欠落。

【検討事項】
・研究経営システム（Research management & administration system）の在り方（人的、技術的資源を最大限活用し、成果の社会還元と自らの成長のた
めの資源獲得の両方を追求）
・組織としての戦略的マネジメントを実現するための大学自身（経営層、教員等）の意識改革 （例えば、評価の在り方）
・大学における知財マネジメントの在り方 （例えば、ｵｰﾌﾟﾝ＆ｸﾛｰｽﾞ戦略、既存企業へのﾗｲｾﾝｽﾓﾃﾞﾙと大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ創業）

・コーディネータ、ＵＲＡ等マネジメント人財の一体的なシステム強化・イノベーション・エコシステムを機能させるため、多様なステークホルダーの大学
への関与の在り方 （例えば、産学相互の意識改善等）

・国の委託研究開発（国プロ等）の知財マネジメントに対する、Funding Agency 等の積極的関与
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研究の活性化・イノベーションの創出強化を図り、研究成果の社会実装を実現
することを目指す、大学組織としての戦略的マネジメントを含むシステム

企業・金融等Funding Agency

大学

競争力強化
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大学を核としたイノベーション・エコシステムの形成
〔イノベーション・エコシステムとは〕

生態系システムのように、それぞれのプレイヤーが相互に関与してイノベーションを創出
するシステム 科学技術・学術審議会 産業連携・地域支援部会 産学官連携推進委員会（平成23年9月）

大企業が、高度な技術を集積した製品を世界市場へ展開する。その上流の研究開発を大学等が
支え、具体的な製品開発段階を新興企業やもの作り系中小企業が支える。政策当局は新しい技術・
産業ビジョンを産業界に示し、新陳代謝を促す。

[イノベーションを巡る相互作用] ※

※Digital New Deal「氏家豊氏の大学発ベンチャーの底力」より改変

海外の大学

インキュベーター
シードアクセレレーター

地方自治体
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製造業

ベンチャーキャピタル

大学・研究機関

大学院生・若手研究者
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【年譜】
１９０１年 東京帝国大学理科大学講師
１９０７年 独 ケッチンゲン大学留学
１９１１年 東北帝国大学理科大学創立。教授就任
１９１６年 KS 磁石鋼発明
１９１９年 東北帝国大学付属鉄鋼研究所（後の金属材料研究所）

初代所長就任
１９３１年 東北帝国大学総長に就任
１９３３年 新 KS 磁石鋼発明
１９４９年 東京理科大学初代学長
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厳しい経済情勢の中、 “価値創造”が日本の経済発展の鍵を握る。

常に世界の一歩先を行く先端技術シーズの創出とその事業化を、分野やセクター
の壁を超えて、日本の総力を結集して進めて行かなければならない。

大学等には、研究経営システムを抜本的に強化し、イノベーション・エコシ
ステム形成において中核的役割を担うことが求められている。

大学等が自らの持つ優れた知識・技術をタイムリーに、効果的に価値創造に組み込
むことは、社会的使命を果たす上で不可欠ではないか。

深刻な財政難により、国の研究開発投資についても、選択と集中が今後ますま
す強まると想定。その中で、大学等がこれまで築き上げてきた知識基盤・研究イ
ンフラをいかに発展させていくか。

大学等においても限られた資源の戦略的マネジメント強化、その一環として産学連携
による民間資金の導入拡大を図ることが不可欠ではないか。

産業界が持つ技術課題には、学問分野の再構成による新たな科学的アプローチを
持って解決すべきものが数多く存在。大学等は、産業界との協働を通じてこのような
科学の新領域開拓にもっと踏み込むべきではないか。
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